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1994年第31回CCOP年次総会(マレｰシア)

に参加して

長谷紘和1)㊥富樫幸雄2)④松林

修2)画村上文敏2)

1.はじめに

地質調査所では最近4-5年の剛こ,国外で開催

される研究集会への参加やその他の長期･短期在外

研究,及び国外の研究機関からの研究者招聰などの

増加が顕著であり,それ以前とは比べものにならた

い程国際研究協力の機会が拡大してきている.その

中でもアジア諸国を相手とする地質関連分野の技術

協力は最も重要視したくてはならないのものだと筆

者らは考えている.地学的に見て日本列島が朝鮮半

島や中国大陸,そして東南アジアの大陸縁辺と緊密

な関係にあり,そうした知識が日本列島の地球科学

研究にも必須なことは言うまでもない.さらに東南

アジア及び極東アジア(中国や韓国)は経済的･社会

的見地から日本との結びつきが非常に強くなってき

ており,その意味で隣接国の側から日本に対する地

質分野での技術協力に期待されるものが大きいこと

を忘れてはならない.これらの国々の地質調査所ま

たは相当国家機関が毎年｢総会｣を持ち回りで開催

して技術的情報の交換の場としているような国際組

織が存在し,その名をCCOP(｢東･東南アジア沿

岸･沿海地球科学計画調整委員会｣)と呼ぶ.実はこ

の長い名称そのものは1994年春にこれまでの｢ア

ジア沿海鉱物資源共同探査調整委員会｣(海域の鉱

物資源に関する国際機関)から改められたぱかりで

あるが,r総会｣が1994年で31回目を数えたことに

も表われる3分の1世紀の長い歴史を持つCCOP

であることには変わりが在い.改称に至った背景は,

1992年6月の｢地球サミット｣(環境と開発に関す

る国連会議,於リオ･デ･ジャネイロ)たどにも見

られた様な政策面での発想の転換,貝口ちグロｰバル

な環境問題が政府間の国際協力の場で緊急性の高い

課題となったこと(これをシャレてG1oba1Change)

に呼応するものであった.改称と同時にCCOPの

マソデｰト(役割)は｢東･東南アジアの沿岸及び沿

海地域の持続可能な開発のため,応用地球科学的な

分野で国際鴇力を行う組織｣と定義し直された､こ

れらの機構組織などの詳細については重複を避ける

ためここでは割愛することにし(本特集号の富樫,

p116-24を参照),さっそく1994年秋に開かれた

CCOP第31回総会及び第24回管理理事会について

報告することにしたい.日本からは,外務省地域政

策課の中嶋瑞枝女史が主席代表として,地質調査所

を代表して長谷と富樫の二人が管理理事会の終了ま

での全期間出席し,同じく地質調査所の松林,村上

とCCOP名誉顧問の嶋時吉彦氏(元地質調査所海洋

地質部長)が前半5日間(総会のみ)列席した.また

地質調査所からJICA長期専門家として現在

CCOP事務局に派遣中の大久保泰邦専門家も

CCOP側のスタッフとして両会議に出席していた.

2.CCOR第31回年次総会

年次総会の性格及び各国の出席者

CCOP第31回年次総会は1994年10月18目から25

目まで(r管理理事会｣の2目を含む)マレｰシアの

首都クアラルンプｰル市内で開催された.一昔前は

アジア地域で地質･鉱物資源関係の国際会議がほと

んどなかったために,CCOP総会には研究集会的

な要素も幾らがあり,更に日本の業界にとっても海

外資源情報入手の貴重た窓口の役割を持っていた.

しかし今やアジア地域への人の往来が桁違いに多く
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なり国際学会も東アジアで多数開かれるようになっ

て,どちらかといえばCCOPの総会は東アジア各

国の地質調査所(及び鉱山局など相当機関)のトップ

が定期的に一同に会する機会という性格に変わって

きた.実際,マレｰシアでは1992年秋には

CPCEMR(環太平洋エネルギｰ･鉱物資源評議会)

とマレｰシア地質学会が共催で国際集会“Symposi

畭潮�捴潮楣��敷�歡��敲�剥��捥�

oftheWestemMarginofthePaci丘｡Basin"(太平洋

西縁のテクトニクスとエネルギｰ資源に関するシン

ポジウム)が開かれ,また1994年8月には

AAPG(アメリカ石油地質学会)国際学会も成功裏に

行われるなど,特に石油地質学分野でのマレｰシア

の実力が世界に対して誇示されたことは記憶に耕し

し･.

マレｰシアがホスト国を務める今回の第31回

CCOP総会には加盟11ヵ国のうちシンガポｰルと

パプア･ニュｰギニアを除く9ヵ国の政府代表と,

CCOPへの協力国の代表,国際機関代表,及び名

誉顧問だとが出席した(第1表参照).開会式では,

前回(1993年)CCOP総会の議長(インドネシア鉱山

総局長)の言葉をインドネシアLEMIGAS探査部長

BonaSitumorang氏が読み,今回の総会の議長(マ

レｰシアFatehChand地質調査所長)による開会の

辞に次いで,ホスト国政府を代表してマレｰシア鉱

工業大臣Dr.LimKengYaikが開会演説を行なっ

た(写真1).この開会式には日本人でCCOPの草

分けの時代から顧問として貢献した国際法の権威者

の小田滋国際司法裁判所(在オランダ,ハｰグ)裁

判官も出席されていて,我々日本からの出席者に気

さくな態度で話しかけてくれたのが印象的だった.

格式ばった開会のセレモニｰには各国の在マレｰシ

ア大使館からの来賓なども多かった.

年次総会本会議の概要

さて,CCOP総会にはやはり国連機関時代(現在

はCCOPは国連組織からは独立している)以来の議

事運営スタイルがあり,技術的な会議とは言うもの

の外交的センスで運営が行たわれる.まず協力国グ

ノレｰプの議長(前回総会時議長)であるA.J.Reed-

man氏(英国地質調査所)と国際機関からのゲスト

としてESCAP環境･天然資源部のD.E.D.S.

Jayawardena氏の挨拶から開始された.今回総会

写真1マレｰシアのLim鉱工業大臣による開会式挨拶.

の役員の指名では慣例に従って,本会議議長･副議

長としてマレｰシア地質調査所長のFatehChand

氏(ホスト国の常駐代表)と日本の長谷(来年のホス

ト侯補国の代表)がそれぞれ選出され,本会議以外

のセッションの各々にも役員が選出された.次に議

題の採択カミあってその後ようやく本題に入った(第

2表に議題を示す).

本会議最初の議題は1994年CCOP事業の報告で

あり,加盟国の分担金の支払状況,次に日本,ノル

ウェｰ,英国などの援助プロジェクト予算による

1994年の事業の進捗状況等六がCCOP事務局長の

WangDaxiong氏により報告された.日本からの援

助プロジェクトとしては,東アジア広域の地質図を

ディジタル･デｰタとしてパソコンを用いて編纂す

る``DCGM(Digita1Compi1ationofGeoscientific

Map)PhaseI''と名付けられたプロジェクトが進

行中である.これは1993年後期から始められ,地

質調査所の脇田浩二氏がチｰフ･コンパイラ,

CCOP事務局に派遣中の大久保泰邦氏カミコｰディ

ネｰタを務めている.このプロジェクトについては

脇田(本特集号p.33-40)に詳しく述べられている.

また,DCGMが始められる前に地質調査所の松林

が派遣専門家としてCCOP事務局に在籍中に行っ

た東アジア広域地殻熱流量図の編纂プロジェクトが

間もたく完了するという経過も報告された.炭化水

素資源の資源評価技術のプロジェクト

“0GRM(Oi1andGasResourceManagement)"が

1994年まで,主にノルウェｰからの援助で実施さ

れたこと,英国地質調査所の専門家による沿岸地域

の管理のためのデｰタ･べ一ス作成プロジェクトが

開始されつつあることたども報告された.Wang
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加盟国:

カンボジアThachXova1sayViceDirector

��������楮�

中国Wa㎎Xiong1inDirector,Dept.ofIntemationa1Cooperation

Minst町｡fGeo1o馴&Minera1Resources(地質鉱産都)

インドネシアAdjatSudradjatDirectorGenera1

��捴�慴敇�敲�潦�漱�礦��牡�����

日本中嶋瑞枝外務省アジア局地域政策課

韓国YoungづaiChoMinister

����晴�剥��楣潦��愬��慌畭�爀

マレｰツアFatehChandDirectorGeneraI

�漱�楣�卵����牴浥�

フィリピンJoe1D.MuycoDirector

�����捩�捥����

タイThawatJapakasetrSeniorExpert

DepartmentofMinera1Res01ユrces

ベトナムNguyenHiepViceChairman

VietnamOi1&GasCo叩｡ration(PetroVietnam)

パプア･ニュｰギニア及びシンガポｰルは欠席

協力国:

オｰストラリアCo1inJ･SimpsonAustrahanGeo1ogica1SuπeyOrganization

ベルギｰRo1andPaepeBe1giumGeo1ogiCa1Suwey

カナダDavidB.PriorGeo1ogica1Su耐eyofCanada

オランダHenkJ.W.G.Schau(eGeo1ogica1Su〃eyofTheNether1ands

ノルウェｰPerB1ystadNorwegianPetro1eumDirectorate

スウェｰデンNazAhmedShaikhGeo1ogica1Su〃eyofSweden

英国A.J.ReedmanBritishGeo1ogica1Sumey

米霞JackH,Med1inU.S.Geo1ogica1Su岬ey

名誉顧問:

嶋崎吉彦元地質調査所海洋地質部長

小田滋国際司法裁判所裁判官

国際機関:

������睡���千�

JiangYihanIOCRegiona1SecretariatforWestPac出｡

ShouJiahua30thIGCSecretariat,Beij工ng,China

ChrisStaudtEuroGeoSur∀eys

第2表

第31回CCOP総会の議題

1.開会

2.議長等の選出

3.議題の採択

4.一5.全体会議前半の部

吐.1994.1-9月期の事業報告(CCOP事務局長)

5.技術分野での加盟国･協力国･その他機関の報告

5.1エネルギｰ資源

5.2鉱物資源

5.3沿岸域の応用地質

5,4出版及び情報化

6.一7.

8.一12.

�

�

��

��

��

��

アドバイザリｰ･ミｰティング

(先進蕩力国のみの会議)

ジェネラル･コンサルテｰティブ･ミｰティング

(全体会議後半の部)

先進協力国会議の報告

新規提案の審議

1995年事業計画案の審議

省略(事務局長からの報告と重複するため)

他の国際機関との揚力･情報交換

総会レポｰトの採択

1995年8月号�
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Daxiong氏がCCOP事務局長の職について以来2

年半にわたる新規プロジェクト立ち上げの努力の経

緯などが回顧を交えて述べられた.質疑討論では,

多国間協力のみでなく,CCOP地域に於ける地質

関連二国間国際協力の現状を今後とも報告しあうべ

きだ,そのこともCCOPのもつ重要た役割なのだ

という点が確認された.

次なる議題は,技術分野別の加盟国･CCOP事

務局･国際機関からの活動報告である.印刷物とし

ては未発表の資源探査及び沿岸域での環境地質学的

調査･研究活動の状況がそれぞれの国の政府機関の

代表から口頭で報告され,併せてCCOPが実施中

の事業,及び関係国際機関の事業の進捗状況が報告

された(詳細はプロシｰディンクス参照).技術分野

の分け方は便宜的に3分されており,それらはニ

ネルギｰ資源,鉱物資源,そして沿岸域の地球科学

である.CCOP地域では国それそれによって地下

資源をめぐる情勢はもちろん大きく異なる.沿岸域

の環境地質学的な調査研究も中国のようだ海岸線の

背後に広大な大陸地殻を有する国とフィリピンや日

本の如き島弧とでは自然がそもそも違う.さらに都

市化や工業化の進展状況などの違い,そして社会体

制･文化的歴史的理由からも各々の国で相異なる課

題に対処しなければならず,域内の11ヵ国が共通

項(皆が協力する同じ目標)を見つけることさえもな

かなか困難であると思う.カンボジアのように,よ

うやく長年の内戦が終結して経済復興が始まろうと

している時,CCOPという組織を通じて周囲の国

々から地質の技術面での援助を大いに期待して参加

する国もあるのである.

エネルギｰ資源の部では,例えば産油国であるイ

ンドネシアの報告では,石油とガスの生産量や探査

動向,更にCCOP事業の中でのインドネシアの参

加状況が簡潔に述べられた.日本のエネルギｰ資源

分野については富樫から,石油公団とNEDO(新二

ネルギｰ･産業技術総合開発機構)によるエネルギ

ｰ資源探査の現況とrガス･ハイドレｰト｣を地質

調査所で将来のニネルギｰ資源として調査研究が開

始されようとしている,という簡単な報告が行われ

関心を引いた.

鉱物資源の都では,日本から同じく富樫によっ

て,金属鉱業事業団(海外では“MMAJ"として良

く知られている)の国内･国外の資源調査の概要と,

モンゴル及びインドネシアとの研究揚力の紹介,そ

してリモｰト･センシング関連の資源探査への応用

研究プロジェクトたどについて報告が行われた.そ

れに対して,タイ,マレｰシア,ベトナム,インド

ネシアなど加盟国の報告内容の中では,金を含めた

海底重金属資源に関する調査報告が圧倒的に多かっ

た.現在のところ,金属鉱物資源に直接関わるプロ

ジェクト(CCOPのルｰツはここにもあるのだが)

はCCOPの事業としては行われていないことを特

筆すべきかもしれたい.

海洋地質･海洋物理探査による調査は,鉱物資源

とも環境地質とも(そして石油ガス資源とも)関係す

るため上記のような応用分野による分類では境界線

上に位置する.中国,韓国,インドネシア,日本,

マレｰシア,及びベトナムから海洋地質調査研究の

現状が報告された.例年どおり,口頭での発表には

十分な時間もなく詳細は配布された技術資料を見て

欲しいということであった.実際,今回の総会技術

資料の中でも海洋地質関係のものは密度の濃い内容

の資料が多かった(プロシｰディンクス参照).

沿岸域の地球科学の部では,日本を代表して富樫

から,地質調査所が中心となって進めている東アジ

ア自然災害図作成プロジェクトの進捗状況が報告さ

れた.それにコメントする秒で英国代表から,この

自然災害図プロジェクトに於いてCCOPがゴｰデ

ィネイト機関として果たす役割は大きいのではない

かとの発言があった.さらに,タイの代表からは

DMR(鉱物資源局)で行った新首都建設候補地域の

地質図作成プロジェクトの成果が報告された.また

各カの加盟国代表から各国の優先的な課題(多種多

様である)が報告された.このセッション中では特

に,オランダ,英国,そしてカナダ(検討中)が

CCOPに援助する形式で1995年から始められる

COASTPLAN(r沿岸域の総合的管理｣)と称する新

規事業について活発た議論がなされた.たお,カナ

ダがCCOPに援助を開始するに際して,今回の総

会の期間中にカナダ(代表はカナダ地質調査所の

Da∀idPrior氏)とCCOP(代表者は管理理事会議長

FatehChand氏)との問でMOU(協力の覚え書き)

の調印式が行われた(写真2).CCOP事務局長

WangDaxiong氏,オランダ地質調査所のH.

Sha1ke氏,そして本会議副議長の長谷が署名の証

人として後ろに立ち,総会出席者全員の見守る中で
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署名が行われた.

CCOPと関係の深い国際機関という立場で,

ESCAPやIOC(政府問海洋学委員会)の代表からは

沿岸域の総合的管理(環境地質学的調査が中心)の問

題に関連するそれぞれの活動が報告された.最後

に,事務局からルｰチン的なCCOP出版業務の報

告があって,二日目の夕方にこの長い議題は終了し

た.

三日目の午前には,鵠力国グルｰプのみの顧問委

員会会議があった.その結果が8項目の勧告とし

てまとめられ,同日午後の全体会議の場で協力国グ

ルｰプ議長のH.Shalke氏(オランダ地質調査所)か

ら読み上げられた.それら勧告の内で重要たものは,

CCOP事務局が今回提出した域内二国間協力プロ

ジェクトのリストを高く評価し今後もアップデｰト

の努力を続けて欲しい,沿岸域の環境地質プロジェ

クトを進めるためワｰキング･グノレｰプが作られる

べきだ,等々であった.一方,協力国だけの会合に

おける実際の議論ではCCOP活動の現状(意志決定

に時間がかかり過ぎる等)に対するフランクな批判

もあった模様である.

協力国グルｰプの会議と平行して,海洋地質･海

洋物理探査のワｰキング･グルｰプ設立の準備会が

開かれ,各国の若手を中心に20名程が集まった.

インドネシアたどでは欧米の研究機関との海洋地質

関係の共同研究が従来から盛んである.徐々に実力

をつけてきたアジアの研究者達が国境を越えて連絡

を密にとり技術的にもお互いに助け合おう,という

のがワｰキング･グルｰプ提案老(マレｰシアとイ

ンドネシア)の意図であった.1995年のCCOP総会

には,このグノレｰプから具体的にプロジェクトとし

ての活動が提案される予定である.

全体会議の最後のセッションはGenera1Consu五ta-

tiveMeeting(日本語に訳すと｢全体の相談会｣P)

と呼ばれ,新揚提案事業の審議や1995年の事業予

算の承認,CCOPの長期的な戦略だとが加盟国の

立場に立って話し合われた.国際機関･組織の代表

からの発言もこのセッションで重要な部分であり,

EUROGEOSURVEYS(欧州地質調査所連合)の代

表であるChrisStaudt氏からヨｰロッパ27ヵ国の

参加す争この組織の歴史と役割が紹介され,更に

ICOGS(世界地質調査所連合)のブダペストでの会

合(1994年夏)報告も行われた.最後に,1996年に

1995年8月号

写真2カナクとCCOPとの間の鹿力覚え書(MOU)調印

式.

第30回万国地質会議(IGC)を開催する中国側IGC

事務局からも6名が出席してIGCの宣伝演説を行

った.この後,約一日かげてまとめられたレポｰト

が総会の5目目に採択された.そして次回年次総

会開催予定の討議があり(後述のように日本が翌年

の総会をホストするという方向で決着したが),閉

会とたった.

3.第凄4回管理理事会

管理理事会とは

CCOPの管理理事会は毎年2回開催されるが,

通常,その2回目は年次総会に引き続き同じ場所

で開催される.今回のマレｰシアにおいても,第

31回年次総会に引き続き,第24回管理理事会が同

じ会議場で10月24日一25目に開催された.CCOP

活動における管理理事会の役割は,組織や活動の基

夫方針を決定することである.事務局長の選出手続

き,プロジェクトの評価などの審議や,事務局の財

政運営などの実務的な案件も審議される.管理理事

会の構成メンバｰは加盟国と事務局のみで,総会に

参加出来る協力国や他の国際機関などは参加できな

い.また,管理理事会の議長は2年任期で選ばれ

ており,今回はマレｰシア政府常駐代表(マレｰシ

ア地質調査所長)FatehChand氏であった.

1994年春(第23回)の管理理事会で組織名称変更

が承認され,海域,沿岸陸域をも含め,応用地球科

学分野全般を広く対象とすること(｢上陸｣)カミ正式に

出来るようになった.このような状況を受けて,事�
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務局長から事務局運営関連項目も含め,全体的な活

動報告がなされた.はじめに,目下ノノレウェｰのあ

る石油探査企業から提案されている協力プログラム

に対しCCOPがどのように対処すべきか,という

点について審議が行われた.結局,同企業の｢連絡

機関｣としてのステｰタスは認めるが,あくまでも

CCOP加盟国全体の利益を目的とする多国問べ一

スでの協力が前提である事を確認した.

次に,財政に関係する問題一般についての報告,

討論が行われた.CCOP活動は加盟国からの拠出

金と協力国からのプロジェクト資金(人的,物的供

与も含む)を財政的基盤としている.加盟国からの

拠出金は主に事務局の運営経費に充てられている

が,近年は財務状態が思わしくないのが実情であ

る.今回の管理理事会では,事務局から2000年ま

での長期的財務見通しが報告されると共に,事務局

員のべ一スアップ(他の国際機関並みに)も提案され

た.この提案は結局修正の上承認されたが,各加盟

国代表は拠出金を増額するようにそれぞれの政府内

で努力すること,事務局は通常経費の削減,人員の

合理化,新規プロジェクトの発掘等へ向げて努力す

ることが要請された.

事務局長Wang氏の任期は1995年3月一杯迄で

終了することになっており,この会議時点で次期事

務局長候補として韓国,インドネツア,マレｰシア

の3ヵ国から立候補が届け出されていた.1995年

1月の投票の結果,次期事務局長には韓国のKim

Sahng-Yup氏が選出されており,本稿を執筆して

いる4月時点では事務局長としてすでに赴任して

おられる.議事の中では,公正に選挙事務を行うこ

とを確認すると共に,選挙管理委員長をタイ政府常

駐代表(鉱物資源局長)に委任することで承認され

た.

活動の基本方針

先行して行われた第31回年次総会で協力国や顧

問委員会(AdvisoryGroup)から出された新規プロ

ジェクト提案やCCOP活動への助言などについて

の審議がなされた.年次総会ではイギリス,ベルギ

ｰ,中国などから合計13の新規プロジェクト提案

があった.上述のCCOPの性格の変化(｢上陸｣)を

反映して,提案分野も環境地質,海岸平野,自然災

害,デｰタ管理,石油管理,地熱エネルギｰなど多

様であった.管理理事会ではこれらの提案を承認す

ると共に,これらはあくまでも多国間プロジェクト

として実施されるべきであることを確認した.ま

た,顧問委員会や年次総会からの助言については,

(1)財政状況の改善に努力すること

(i)CCOP組織の中の3つのセクタｰの内,沿

岸域セクタｰ(Coasta1ZoneSector)の活動を強

化してゆくこと

㈹ASCOPE(アセアン石油理事会)他の国際機

関との関係を密接化すること

㈹ICOGS(世界地質調査所連合)の東アジア地

域でのコンタクトポイントとしての役割を強化

してゆくこと

などが承認された.

日本での1995年年次総会の開催

かねてから日本側で検討されていた次回の第32

回年次総会(1995年)とそれに伴う第26回管理理事

会について,議論された1年次総会は原則として加

盟国が持ち回りでホストすることで開催されてい

る.日本が前回ホストしたのは1982年のことで,

すでに12年以上経っている.他の加盟国からは非

公式に日本で1995年の年次総会をホストして欲し

いとの打診が数年前からあったが,1992年には

IGC(京都)開催があり,返事が延び延びになってい

たものである.1996年については,すでに中国が

開催受け入れを表明しており,結果として一番r肩

身が狭い｣状況にあるのは日本となっていた.ちな

みに,前回の日本での開催以降,すでにタイは3

回,インドネシアとマレｰシアはそれぞれ2回

CCOP総会をホストしている.

1995年の年次総会開催地について,日本政府代

表団の外務省アジア局中嶋女史はこの管理理事会に

おいて,

r1995年には日本はAPECをホストすることに

決まっており,財政的にも困難である.しかしこれ

までの経緯は良くわかるので,もしこの管理理事会

で強く希望(wish)されれば,帰国後に日本政府内

で検討してもよい.ただし,もし開催ホスト国が日

本に決まったとしても予算的にはかなり厳しいもの

となろう.｣

と述べた.これに対して,議長および他の加盟国か

らは,

｢ぜひ日本が開催を引き受けて欲しい.予算的な

制約はお互い良く理解しているから余り気になさら

地質ニュｰス492号�
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なくとも結構.｣

とのコメントがあり,日本側は持ち帰り検討するこ

とになった.その後,日本政府内での検討･調整を

経て昨年12月には,1995年年次総会を日本がホス

トする旨正式に回答した.

4.レセプションや見学旅行など

CCOPの年次総会のプログラムにはレセプショ

ンなどの夜の予定が密に組まれることも特徴で,そ

れらは重要な交流･意見交換の場を提供Lている.

また,連日の会議･レセプションで長時間拘束され

るため,週末の予定に組み込まれる巡検･見学旅行

は格好の息抜き行事でもある､

夜の公式行事であるレセプションは月曜目から土

曜目までに,4日間が組まれていた.予定のたい日

には参加各国が個別に招待夕食会などを計画するの

で連日の夜の行事といってよい.

今回総会ではホスト国の招待として,マレｰシア

鉱工業大臣主催レセプションが総会会場であるクラ

ウン･プリンセスで初日に開催された.開式にあた

りCCOPのマｰクの入った錫製のマクカップが記

念品として大臣自らの手で各国代表に渡された､返

礼としてCCOP側からは船の置物が大臣に贈られた.

一般の各国参加代表ですら週末には会議･レセプ

ション疲れを感じるほどであるから,総会議長は

yIPの対応だと精神的にも激務であろう.議長を

つとめるFatehChandマレｰシア地質調査所長は

前所長のYinEeHeng氏を継いで1993年8月から

現職にあるが,総会の合間には本来業務もこたさな

げれぼならない.クアラルンプｰルには地質調査所

の管理都門が置かれ,約30名ほどの職員が勤務し

ている.地質調査所は超モダンなビル(写真3)に一入

居しており,このビルは会場となったホテルからは

道を挟んだ近距離にある.長谷が会議の合間を縫っ

て同所を訪ねたところ丁度FatehChand所長も自

室に戻り執務中のところで運良く隣室のChen

ShickPei次長にもお会いすることができた.

週末の巡検･見学旅行は,今回は都合で土曜日の

地質巡検が中止となり日曜目に行われたマラッカま

での観光旅行だけであった.二台のバスに分乗した

一行は国際機関の代表ということもあって交通警察

のオｰトバイ先導がつき,ここでも例外ではたい市

1995年8月号

写真3マレｰシア地質調査所はTmRazak通りに面し

たモダンなビルの19階一21階に入居している一

向の交通渋滞を横目に,難なく市中を走り抜けるこ

とができた.クアラルンプｰルとはマレｰ語で｢泥

の河が合流するところ｣との意味だそうだが,そこ

はこの100万都市発祥の地として現在もモスクを中

心に観光の目玉の地ともなっている.他に市内の見

どころである王宮や独立記念碑を訪れた後,バスは

ゴム園の広がりの中をマラッカに向けて南下する.

車窓からの風景は建設中の住宅地,ショッピング

センタｰの配置も含めて欧米風に近い自然環境

との調和を感じさせた.途中マレｰシア各州の建築

様式の家屋を集めて展示した公園(ミニ･マレｰシ

ア)を見学L,マラッカに着く.CCOP一行を歓迎

する大きな横幕が張られたレストランで昼食の後,

市内の中国風寺院を見物,フランシスコ･ザビニル

像の立つ丘からマラッカ海峡を眺めた後,帰途につ

いた.この一目は'般観光バス旅行ではあったが,

気配りの行き雇いた計画で,道中一生懸命に説明し

てくれたマレｰシア地質調査所職員の努力もあって

くつろいだ日を過ごすことができた.

5.沿海鉱物資源探査研修の卒業生とめ再会

筆者の一人村上は,CCOP総会開会前目にクア

ラルンプｰルに着いた.開催国マレｰシアの総会に

対する思入れが伝わってくるような総会開催中の参

加者への心づかいであったが,その手始めが空港へ�
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の参加老の出迎えであった.空港で出迎えてくれた

人を最初見た瞬間,｢どこかで見たようだ｣と思い

だから挨拶を交わしていると親しく話しかげてくる

ので不思議に思っていたが,会話の中で1987年の

｢沿海鉱物資源研修コｰス｣研修生として地質調査

所に滞在していたマレｰシアのISmai1氏というこ

とが分かった.彼とは,1987年の研修期間中の乗

船実習,野外実習などで村上が行動を共にしたが,

こちらのことをよく覚えていた.

r沿海鉱物資源研修コｰス｣は,1967年から1991

年までの25年間の長期間にわたって地質調査所が

実施機関とたって運営してきた国際協力事業団(JI-

CA)の研修コｰスである.この研修コｰスは,もと

もとCCOPの要請に基づいて開設されたものであ

り(本特集号,嶋崎pp.8-15参照)その研修修了者

数はアジアを始めとして世界各副こ約260名にも及

ぶ.今回の総会でも総会事務局関係者として,また

総会参加者として多数の研修修了者が参加してい

た.マレｰシア事務局の実質的運営責任者の

Loganathan氏(マレｰシア地質調査所:MGS)は

1980年の研修生であり,研修期間中覚えたという

日本語を流暢に話していた.氏には事務局の舞台裏

を色六と見せてもらった.また会食の席で隣りあわ

せになったマレｰシアのVictorHon氏(MGS)は

1977年研修の研修生であり,日本滞在中の記憶が

まだ鮮明であった.その他にも,マレｰシアからの

1974年研修生ChenPei氏(MGS),タイ国からの

1980年研修生Thara氏(鉱物資源局:DMR),さら

に韓国からの1975年研修生Park氏と1980年研修生

Chang氏(2人とも資源研究所:KIGAM)の顔が見

られた.

今回のCCOP総会に参加して,多くの諸先輩方

の苦労の下に運営された研修コｰスの修了生達がそ

れぞれの国の資源･エネルギｰ分野の機関において

活躍している様子を真近に見ることができた.今回

話すことができたのはわずかであるが,そのすべて

の人が研修期間中の経験をかなり鮮明に覚えており

今もたお日本への親近感を失わないでいる様子を窺

うことができた.東アジア地域は現在色六た面で急

速に発展しつつあり,今後も日本とのったがりがよ

り一層深まると思われる.そのようなときに,研修

を通して培われたヒュｰマンネットワｰクが力を発

揮してくれるに違いないことを今回の総会出席を通

して感じた.

岱.おわりに

日本政府代表団から見れば,今回の年次総会と管

理理事会での最大の山場は1995年年次総会開催地

の問題であったが,他の加盟国,協力国そして

CCOP事務局からの強い要請によって,結果的に

は引き受けることとなったわげである.

CCOPは1994年の名称･マソデｰト変更にとも

たい,'念願の｢上陸｣を果たすとともに,対象分野

も応用地球科学全般となった.それを受けて,今回

の年次総会からの勧告サ手もあった通り,CCOPは

ICOGS(世界地質調査所連合)の東アジアでのコン

タクトポイントとしての性格を強めてゆくこととな

るだろう.すでに繰り返し述べた通り､東アジア地

域が今後の地質調査所の国際協力の対象として最も

重要な地域であることは疑いがない.その意味で,

現在,東アジア地域での地球科学分野での唯一の多

国間協力フォｰラムであるCCOPが今後もその方

向を目指すかぎり,地質調査所はCCOPとの協力

関係を一層密接たものとしてゆく必要があると痛感

した次第である.1995年の総会日本開催の引き受

けは,その協力の一環であると位置づげられよう.

HAsEH辻｡kazu,T0GAsHIYukio,MATsUBAYAsHIOsa㎜u

andMU㎜MIFumitoshi(1995):Reportof31st

CCOPAmuaユSessionhe1dinMaユaysia.

〈受付:1995年5月9日>
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